
　

　

　

　４月２８日、新勤評反対訴訟団は上告理由書、上告受理申立理由書を最高裁に提出しました。大阪

の「評価・育成システム」（以下、「システム」「本システム」）に反対する法廷闘争は、最高裁判

所に舞台を移します。

　大阪高裁判決は、学校教育目標等について「疑問を持たざるを得ないようなケース」の存在を認め

ざるを得なかったにもかかわらず、「制度そのものを否定するのは相当でない」等々を繰り返し、大

阪府の「裁量権の範囲」（濫用とまでは言えない）であるとして、一審大阪地裁の不当判決を追認し

ました。

　判決は、「仮に、目標設定面談の過程において、国等が教育内容及び方法に関与ないし介入する側

面があったとしても、それは必要かつ合理的な範囲内のものにとどまるというべきものである」（一

審判決８７～８８頁）としたり、「本件システムは、地公法４０条及び地教行法４６条に基づく合理

的な勤務評定制度であるといえることからすれば」国等が教育内容及び方法に関与ないし介入する側

面があったとしても、「これらをもって教育内容に対する『不当な支配』に当たるということはでき

ない」（一審判決８８頁）と教育に関わる事を事実上死文化させています。このような判決を到底許

すことはできません。私たちは、上告理由書には上告して闘う理由を主に憲法の側面から示し、さら

に上告受理申立理由書にはより包括的な観点を示して最高裁に提出しました。以下は、その主張の柱

を要約したものです。

大阪府教委は目指したはずのものと異なる制度を作り上げた
　「評価・育成システム」の出発点となった「教職員全般の資質向上方策について」（教職員の資質

向上に関する検討委員会最終報告）（以下、「最終報告」）は、その名の通り教職員の「資質の育

成」を目的としていました。ところが出来上がったシステムは、すべてが教職員の勤務評定のため、

教職員の行政管理のため、自己申告票提出の強制、校長との１対１面談を通じての上意下達の教員支

配構造、構造を強制するシステムとしての給与反映と自己申告票不提出者への昇給停止という強制力

によってシステムは完成されました。「育成」を看板として「教員支配」を完成させるという「他事

考慮」（目的と相容れない内容で制度設計し、考慮すべきことを考慮しない）がなされた制度として

完成されたのです。「他事考慮」で完成された制度まで大阪府教育委員会の「裁量権」ということは

できません。それは行政「裁量権」の濫用であり、違法・不法なものと言わざるを得ません。判決は
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こうした事実を誤認し、裁量権に対する法令の解釈を誤り、システムは合憲合法という誤った判断を

行ったのです。

高裁判決は憲法２３条の解釈を誤り、違反している
憲法２３条および最高裁学テ判決の基準に照らせば、教員には教授の自由が保証されています。し

かし、このシステムは校長が、教職員や地域の保護者の関与なしに単独で設定できる学校教育目標

と、このもとで各教職員に目標を設定させることによって、①校長が各教諭に対して特定の思想の教

授に重点を置くように事実上強制することを可能にし、②子どもの教育が教師と子どもとの間の直接

の人格的接触を通じ、その個性に応じて行わなければならないという教育の本質的要請をないがしろ

にし、③教育における機会均等の確保と全国的な一定の水準の維持という目的のために必要かつ合理

的と認められる大綱的なものにとどめられない、学校教育目標による普通教育の内容と方法に拘束を

与えるものであり、従って教員の自由を侵害するものです。

高裁判決は憲法２６条の解釈を誤り、違反している
　高裁判決は、憲法２６条で保証された、子どもが等しく教育を受ける権利が侵害されるシステムの

本質を見誤っています。

　すなわち、本システムでは、①学校教育目標などが現実の個別の子どもの状況を反映せず、学力向

上重視などによって、②教育目標の固定化によって個々の子どものその時点に応じた必要な教育がな

されないこと、③子どもの教育にとって本質的に重要な教員の協働作業が破壊されることによって、

子どもの等しく教育を受ける権利が侵害される点です。

重要事項を含むと認められる法令違反がある
　高裁判決は、教育における教師の役割が教育行政における教師の地位、すなわち不当な支配を受け

うるという地位によって脅かされ、ひいては子どもの学習権が脅かされているという事態を軽視する

ことによって、まず教基法１６条１項に違反しています。

　また、教員の地位勧告の適用に関するＩＬＯ・ユネスコ共同専門家委員会（CEART）は、２００８年

４月に現地調査を行った結果に基づき現地調査団報告書を公表し、また同年１０月に「１９６６年及

び１９９７年の教員に関する勧告不遵守に係る教員団体からの申し立てについての中間報告」を公表

しました。それらは、本システムを含む調査対象となった教師の評価システムが、子どもの学習権を

充足するものになっているかどうかについては強い懸念があるとしています。日本は、ＣＥＡＲＴの

指摘・勧告につき、これを尊重すべき立場にあります。ＣＥＡＲＴの指摘等を参考に、システムが子

どもの学習権充足に支障があるのかないかを慎重に判断すべきです。

　さらに、例えば、校長の言葉が個々の教員に対し絶大な力を行使できたという一実例をみても、本

システムは、旧国民学校令において存在した教育にかかる校長と教員との権力的指揮命令関係を廃し

た学校教育法３７条４項に反するというべきです。

　本システムは、本来教員の育成を目的とするものであり、教員の育成は子どもの学習権を充足する

ため必要な方策であったはずです。目的達成のための手段である自己申告票の提出と総合評価が合理

的な手段であるかどうか、また子どもの学習権充足のために機能するかどうか、さらには子どもの学

習権を阻害するものになっていないかどうかこそが問題とされるべきです。しかし、高裁判決は本シ

ステムを勤務評定のシステムであるとみて、その合理性の有無を判断するという間違いを起こしてい

ます。本システムを勤務評定のシステムとして見る立場から、大阪府教育委員会の裁量権の範囲内か

どうかを審査するのでは、本裁判が子どもの学習権充足のための教育とは何かに関する裁判であるこ

とがまったくないがしろにされてしまい、憲法が保障する学習権の充足を制度的に担保するために、

教育基本法等教育に関する法令が種々定めていることが無に帰してしまうのです。
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高裁判決には憲法３１条の解釈を誤った違法がある
　自己申告票の不提出者に対して、勤務関係は正常に勤務しているにかかわらず、一律に昇給を停止

する制度は、制裁の側面を入れなければ説明のつかない制度です。自己申告票の不提出者に対し一切

の昇給を停止する制度は給与における年功的要素及び労働の対価としての要素をまったく無視した不

合理な制度です。本人の意に反する不利益という側面でいえば明らかに懲戒処分と考えられますが、

懲戒処分としての制度的保障もなく、いかなる事情においてもただ自己申告票を提出しないという一

事で一切の昇給を停止する制度は、適正手続きを保障した憲法３１条に反して無効です。

　異常な職務命令連発－大阪府教委はＴさんに対する　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　不採用決定を取り消せ

大阪府教委は今年２月１６日、新勤評訴訟団の一人である成城高校Ⅲ部Ｔ氏の再任用不採用を通知

しました。署名や府教委への申し入れなど撤回を求める運動を進めるなかで、この不採用がどのよう

に計画されたのか、事態が明らかになってきました。

【再任用制度の趣旨と大阪府における運用】
民間部門では、定年を定める場合にはこれを６０歳以上とすること・継続雇用制度の導入・６５歳

までの雇用確保措置を講じることが義務化されており（１９７１年「高齢者等の雇用の安定等に関す

る法律」）、高齢化社会の到来を背景に、共済年金給付が６５歳となることに伴って、公務部門にお

いても６０歳以降の再任用制度が導入されました（２００１年閣議決定）。再任用制度は生活権の保

障として制度化され、雇用者にとっては採用が努力義務として課せられているものです。大阪府で

も、これまでこの趣旨に従い、原則希望者全員の再任用が行われてきました。

【あってはならない不採用】
このなかで、今回の不採用は異例のことです。府教委は再任用の決定は採用選考だから不採用があ

ってもおかしくないと言っていますが、再任用制度は、趣旨からして新規採用とは異なる継続雇用と

しての性格を持つものであり、不採用は実質的な解雇を意味するものです。また、今回のケースにお

いて、不採用相当の客観的な根拠もありません。しかも、Ｔ氏の不採用は、意図をもって選別的に行

われた結果であることを、一連の経過が明確に示しています。

【仕組まれた不採用】
昨年度後半、府教委と成城高校管理職は、Ｔ氏の再任用を妨げる材料を意図的に捏造してきまし

た。昨年12月はじめ、准校長は授業参観と称してＴ氏の授業に押しかけ１０分間にわたって大声で授

業妨害を行いました。後になって准校長は、９月半ばに生徒からの授業についてのクレームがあった

から、と理由付けを行っていますが、しかし、９月から12月のはじめまでの間、Ｔ氏にそのクレーム

についての事実確認も指導も一切せずに、唐突に授業参観を強行したのです。また、12月から１月に

かけて、准校長は府教委と相談の上、次のような６通の職務命令をＴ氏に対して発しています。

「 承認研修の報告書について確認することがあるから校長室に来ること」(12月16日)、「 前年度

の承認研修の報告書を書き直すこと、提出が遅れた理由を書面で提出すること」（12月16日）、「 職

員研修、職員連絡会の欠席について確認するから校長室に来ること」(12月21日)、「欠席時の職員連
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絡会で伝達した『教職員の綱紀の保持について』等の伝達を受けること」(12月21日)、「前々年度２

月19日の出勤簿（特別休暇になる可能性があるので保留していた）の処理をすること」(１月12日)、

「再任用選考申込み書の記載の不備（希望学区の欄に、「どの学区でもよい」という意味で×印を　

　書いていたことを指す）を書き直すこと」(１月12日)  いずれも通常の連絡や指導として処理される
べき事務上の些細な脱落であり、ことさらに職務命令とするのは全く異常と言う他ありません。前年

度や前々年度のことを突然この時期になって持ち出しています。これら職務命令の集中的な乱発は意

図的に行われたとしか考えられません。

　准校長と府教委は意図的にＴ氏に嫌がらせ（パワハラ）を行い、あたかもＴ氏が「職務命令を出さ

れるような勤務状態に問題のある教員」であるかのようなイメージを作りあげ、その中で准校長は再

任用に関わる内申書（再任用の採否判断の主な材料となる）を府教委に提出したのです。

【府教委の意図】

Ｔ氏は２年前、校長が府教委に提出した評価シートが、自分に対して開示された評価シートと違う

ものであったことを新勤評訴訟の法廷で証言し、「評価・育成システム」の不正な運用の実態を暴露

しました。氏に対する再任用不採用はそれに対する「報復措置」であり、不採用の事例を作るための

意図的なスケープゴートにしたのです。｢評価・育成システム｣が、建て前として謳っている教職員の

資質の向上・学校の活性化に役に立たず、逆に教職員の間にこれに対する不信と嫌悪感が広がってい

る（訴訟団が行った｢検証アンケート｣の結果を見よ）ことに、危機意識を抱く府教委は、システムの

維持の為に、批判者・抵抗者への見せしめ的な弾圧を行ったものと考えられます。

【撤回の取り組み】

　この間、成城高校職場のメンバーとＴ氏の所属組合の組合員を中心とする支援グループが、府教委

や准校長に直接会って事実究明や申し入れ行い、また、１３００名を超える府立高校教職員の要求署

名を集めるなど、不採用撤回の取り組みをしてきました。しかし、府教委は今になっても「校長の報

告を事実とみなして判断する」と居直りの姿勢を示しています。

　このような事態を受け入れてしまえば今後私たちの誰もが、権力の恣意により、些細な事象から解

雇にさらされることになります。訴訟団は府教委に質問状を提出し事実関係を糾明するとともに、交

渉を要求しています。不採用を撤回をさせましょう。

■「新勤評反対訴訟」Webサイト

http://www7b.biglobe.ne.jp/̃kinpyo-saiban/

　　　　　　　　　　　　上告理由書もダウンロードできます。
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